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1．はじめに   

本稿の目的は、No Child Left BehindAct of2001（以下、NCLB法）において  

達成が目指されている高度な適格性を有する教員（highlyquali鮎dteacher）の配  

置に関する施策の特質について、多様な教員資格認定制度の整備をめぐる議論に  

着目して、明らかにすることである。   

今日、アメリカ合衆国（以下、アメリカ）では、NCLB法の【F、全ての教室で  

主要な教科（core subjects）1）を担当する教員が高度な適格性を有することが目指  

されている。高度な適格性とは、各州における正規の資格認定（fu11certification）  

及び学士号を取得すること、そして、当該教員（候補者）の担当する教科内容に  

関する能力が試験結果等を基に客観的に示されていること、以上の要件すべてに  

合致することを指す。NCLB法に従えば、とりわけ州の正規の資格認定の取得（オ  

ルタナティブな教員資格認定プログラム2）により取得した資格を含む）が一義的  

要件となる3）。   

日本でも、上述の改革動向に注月が集まり、先行研究が蓄積されつつある4）。例  

えば、相原は、連邦教育省の報告書を分析し、教職の資格要件を績和することで  

教員候補者数の拡充を図る一方、教員資格取得のための試験の合格基準の引き上  

げにより、高度な適格性を有する教員の配置を促進しようとする連邦施策の概要  

を報告している5）。確かにNCLB法は、教員資格認定を取得するための制度的・  
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経済的障壁の除去を企図しており、教員の資格認定制度に関する改革動向は、相  

原の指摘するように「嬢和」的性格を有しているといえよう。   

しかし、後に詳述するように、NCLB法制下、高度な適格性を有する教員を全て  

の教室に配置するための主たる施策のひとつとされるオルタナティブな教員資格  

認定制度を含む多様な教員資格認定制度の整備の誘導施策を検討すると、当該改  

革は「嬢和」的性格だけではなく、新たな規制ともいうべき要件の設定が見られ  

る。そして「繚和」への対応も所定の試験の合格基準を高度にするだけではなく、  

研修の充実を重視する等の動向もある。事実、高度な適格性を有する教員を教職  

に多く導き入れるため、教育学部や大学における教員嚢成を前提とする従来まで  

の教員資格認定制度のみならず、オルタナティブな教員資格認産別度を含む多様  

な教員資格認定制度の整備が、連邦政府主導の下、促進されている。′ この促進施  

策において連邦政府の指導性強化の傾向を肴取できる。また、連邦政府は、所定  

の試頗結果のみによって資格認定を行う「非伝統的な教員資格認定制度」のため  

の誘導施策を進めているが、当該施策をめぐる新たな問題や争点が生じている。  

すなわち、このような新たな規制及び論点を認識・分析することで、高度な適格  

性を有する教員の配置に関する施策の特質を明らかにすることが今日的課題とし  

て残されている。   

そこで本稀では、新たな規制及び論点を端的に内包する多様な教員資格認定制  

度の促進施策の規定の変遷を跡付け、それらへの反応を含めた議論を当整理する課  

題に取り組むことで、本稿の目的を達成することにするし〕具体的な材料として、  

連邦教育省の報告昏6）や手引7）を用いる。。そして、これらの検討を通じて、アメリ  

カの教員養成制度改革における多様な教員資格認定制度の導入に伴う課題提出を  

行うことにしたい。   

尚、日本でも、多様な教員資格認定制度の整備に壊する議論を見出すことがで  

きる。具体的には、内閣府に設置された規制改革・民間開放推進会講において「多  

様な人材を確保するための方策として、全国規模で学校段階、公私の別、教科を  

問わず、教員免許状を有していないが、担当する致科に関する専門的知識又は技  

能を有し、また、社会的信望や教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を持って  

いる者に対して、特別免許状の授与を前提とした採用選考を実施することについ  
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アメリカNCLB法制卜における「■甘度な適格性を有する教闇」  

しHighly Quali鮎d′kacher）に関する施糾）特留  

て、積極的に活用するよう、各都道府県の教育委員会や学校法人等に促す」といっ  

た、「免許状を有しない者の採用選考の拡大」が論じられている酎。同会議は、従  

来までの大学における専門的な準備教育を前提とする教員養成及び採用に関する  

「規制」状況を問題とし、教職における「担当する教科に関する専門的知識や技能」  

等を重視することで、特別免許状の活用促進を企図している。いわば、教員資格  

を取得するための制度的・経済的障壁を取り除くことが目指されているのであり、  

多様な資格認定制度の整備に付随する問題点を考察する上で、従来までの教員資  

格認定制度に対する批判的総括を行い、多様な教員資格認定制度の整備を推進し  

ようとしているアメリカの動向の検討は意義あることと思われる。  

2．オルタナティブな教員資格認定制度に関する規定の変遷   

本節では、連邦政府による報告書・手引を材料として、連邦政府のオルタナティ  

ブな教員資格認定プログラムに関する規定の変遷を跡づける。そして当該規定  

が、各州の自由裁量を認めるものから連邦政府の各州に対する指導性を強化する  

ものへと変化したことを確認していく。  

（1）オルタナティブな教員資格認定制度の基本的位置づけ   

先に確認したように、NCLB法において求められる教員の高度な適格性とは、  

州及び正規の資格を有すること（オルタナティブな教員資格認定プロ グラムによ  

り取得した資格を含む）が一義的な要件となる。しかし、高度な適格性を有する  

教員であるためには、州の正規の資格を取得することが必須とされているもの  

の、その取得までの過程は、問われていないことに注月できる。当然、高度な適  

格性という要件に関する連邦政府の立場も、NCLB法に沿ったものであり、次の  

ような確認がなされている鋸。   

州の正規の資格認定を取得している教員は、誰であっても（従来までの教員資  

格認定又はオルタナティブな教員資格認定を通じて資格を取得Lたとしても）、  

学士号を有し、NCLB法に規定される基準に合致する教科に関する知識を有して  

いると見なすことができる。また、州の規定に基づく正規の資格認定を取得する  
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ことを目的とした、オルタナティブな教員資格認定プログラムに参加し、常勤で、  

学級担任として教壇に立つ教員候補者は、高度な適格性を有していると見なすこ  

とができる。   

上述から明らかなことは、以‾Fの二点である。①従来までの教員資格認定制度  

またはオルタナティブな教員資格認定制度の何れを経たかは問題ではなく、州に  

おける正規の資格認定取得が重要であること。③オルタナティブな教員資格認定  

プログラムに参加している教員候補者、すなわち、未だ州の正規の資格認定を取  

得していない者も、高度な適格性を有すると見なすこと。しかし、ここでは、具  

体的にどのようなオルタナティブな教員資格認定制度がNCLB法制下において相  

応しいのかについては記述がない。正規の資格認定に関しても、「教員の経験年  

数に応じて州より付与される」ものであり、「臨時免許状、仮免許状、又はその他  

の条件付き免許状は除く」との簡素な定義がなされているのみである10）。   

他方、連邦政府は、ほぼ同時期の年次報告書（2002年）におい て、ある特定の  

オルタナティブな教員資格認定プログラムの例を取り上げ、「オルタナティブな  

教員資格認定制度は、その合理化された手法によって、教員の質を稚持したまま  

で－あるいは、より高い質を実現して一致員数を増やすことができることを証明  

した」と報告している11J。年次報告書（2002年）では、児童・生徒の学習に効果  

を上げるために教員に求められる能力や知識として、「言語使用能力（verbal  

ability）」と「教科に関する知識」を重視し、このような能力や知識を有した者を  

多く教職に導き入れることに従来までの教員資格認定制度は失敗していると評価  

する反面、オルタナティブな教員資格認定プログラムの有効性が説かれている  

12）。そして、「（教員養成及び採用の：引用者註）明日のためのモデルは、今日の  

最も優れたオルタナティブな教員資格認定プログラムを基盤とするものになるだ  

ろう」と述べられている13）。しかしながら、「今日の最も優れたオルタナティブな  

教員資格認定プログラム」について、どのような要件を満たすべきであるのか等、  

具体的な記述がなされているわけではなく、テキサス州、カリフォルニア州にお  

けるオルタナティブな教員資格認定制度や教員になるための専門的な準備教育を  

受けていない軍隊経験者及び大学既卒者を教職に導き入れるためのプログラムの  
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（Highly Qualifiedrrbacher）に関する施策の特空守  

成果が述べられる留まっている1Jt）。   

このような連邦政府の姿勢に対しては批判もみられる。例えば、教員になるた  

めの専門的な準備教育及び正規の資格認定の有用性を主張する論考15）を著してい  

る、スタンフォード大学教授のDarling－Hammond等は、「いくつかの優れたオルタ  

ナティブな教員資格認定プログラムにより、特筆すべき成果が生じているという  

証拠もある」と認めながらも、「教員養成における主要な特徴（core features）を  

無視したプログラムや資格認定の方法は、準備不足の不十分さから、学校長に  

よって適格性を欠くと見なされ、児童一生徒の学習にも好影響を及ぼさない教貞  

を生み出し、そのような教員は、離職率も高いという証拠もある」ことを指摘し  

ている16）。さらに、年次報告書の窓意性について批判している。すなわち、オル  

タナティブな教員資格認定プログラムの効果について根拠としたテキサス州を  

放った先行研究は、学士号取得段階以外の教員養成の全てを「オルタナティブ」  

と位置づけ、大学院における教員養成課程も「オルタナティブ」の一形態として  

評価を行っていることから、必ずしも、同報告吾がいうオルタナティブな教員資  

格認定制度の効果を示すための先行研究にはなり得ないのではないかとしている  

ユ7） CI   

Darling－Hammond等の指摘からわかるように、オルタナティブな教員資格認定  

プログラムは、その多様性故に評価の一般化が困経となっている。当然、全てを  

NCLB法制に相応しいものであると位置づけることはできない。にもかかわら  

ず、連邦政府は、〟郎の同プログラムの成果を評価することで、その評価の一般  

化を図り、高度な適格性を有する教員の配置に関する主たる施策に位置づけよう  

としていることが窺える。   

上述のような連邦政府の姿勢に対して、アメリカ教員連盟（theAmerica  

Ftderation ofT邑achers、以下AFT）は、NCLB法成立に先立つ2000年の大会決議  

において、従来までの教農資格認定制度またはオルタナティブな教員資格認定制  

度の何れを経たかは問題ではなく、州における正規の資格認定取得が重要である  

という認識を示し、さらにオルタナティブな教員資格認定プログラムが踏まえる  

べき要件について言及を行っていることに注目することができる。具体的には、  

次のような記述がみられる1鋸。  
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我々は、よく訓練を受けた教員を教室に配置するための最もよい方法は、大学  

における教員養成を捨て去ることではなく、それをむしろ強化することにあると  

考える。具体的には、教員候補者に対して、より質の高い充実したリソース、そ  

して一貫性のある理論を、大学を通じて提供することにある〔）その対象は、従来  

までの4年別の準備教育を受けた者であるか、またはオルタナティブな教員資格  

認定プログラムを受けた者であるかを問わない（＝，   

AFTの主張は、教員候補者への種々の支援において、大学が積極的な役割を果  

たすべきであるという点にある。しかし、教員候補者としての資格を得るための  

過程や方法については、やはり、問題としていない。教員候補者が正規の資格認  

定を得る際に適切な支援を行うことを大学の役割として担保しつつ、教員候補者  

としての資格を得る過程、つまり、4年制の準備教育を′受けたか、あるいはオル  

タナティブな教員資格認定プログラムへの参加によるのかは、中心的問題には  

なっていない。   

AFTは、上述のようにオルタナティブな教員資格認定プログラムを認識した上  

で、同プログラムが踏まえるべき要件について言及している。すなわち、オルタ  

ナティブな教員資格認定プログラムは、厳格な基準があり、正規の資格認定を得  

るための教育プログラムが充実しているプログラムから、厳格な基準もなく、適  

切な指導も行われない急場を凌ぐための配置に留まるプログラムまで多様であ  

る。また、オルタナティブな教員資格認定プログラムに参加している教員候補者  

は、しばしば十分な訓締や指導・助言を得られずに、学校現場で働くことになる。  

そのため、オルタナティブな教員資格認定プログラムの提供者に対して、「同プロ  

グラムは、最低限、教科内容を問う各州所定の試験に合格することを参加の要件  

とし、教員候補者に対して、教育学に関する課程履修を課し、さらに学級活動の  

際に適切な支援を行い、効果的な教授技術及び方法を身につけるために必要な援  

助を行うこと」が求められている1別。   

上述のようなAFTの主張と比較してみると、先に見た連邦政府の立場は、州の  

自由裁量を認める意味合いの強いものであることがわかる。当然、教員の配置に  

関する最終的な責任は各州にあるのであり、連邦政府は直接的権限を有しない。  
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アメリカNCLB法制叫†、－における「高度な適格性を有する放ぷ」  

胴ighly Qualified′恥acherlに関する施策の特質  

そのために連邦政府は、オルタナティブな教員資格認定制度を、その合理的側面  

において高く評価し、NCLB法制下で求められる高度な適格性を有する教員の全  

ての教室への配置を推進するための主たる施策として位置づけようとしながら  

も、同制度の具体的整備については、事例を紹介する等を通じて各州に対する啓  

発的活動を行い、各州の自由裁量に基づく施策の実施を求めるに留まったという  

ことができよう。他方、AFTは、オルタナティブな教員資格認定プログラムが満  

たすべき、より具体的な要件について指摘している。すなわち、教員候補者に対  

する効果的な教授技術及び方法を身につけるための適切な援助の必要性をいち早  

く指摘し、そのような授助においては大学が積極的な役割を果たすべきであるこ  

とが確認されている。  

（2）連邦政府による指導性強化   

連邦政府は、オルタナティブな教員資格認定プログラムについて、各州に対す  

る自由裁量を認めるという当初の姿勢を改め、次のような要件を付加してい  

る20） 。  

①事前研修の段階から、実際の学級運営に関する継続的かつ集中的な実践的研   

修が行われる機会を十分に設けること。  

②実際に教員としての勤務が行われるようになった後も、体系的かつ継続的な   

指導・助言を含む研修が用意されていること。指導教員（mentor）による指   

導・助言が十分に行われること。  

（卦正規の教員資格取得までの期間を3年以内とすること。  

（弧各州が、プログラムの内容について明確な基準を示し、各プログラムに対して   

適切な指導を行うこと。   

ここでも、州の正規の資格認定を受けた教員が、高度な適格性を有すると捉え  

る認識は変わらない。しかし、オルタナティブな教員資格認定プログラムに閲  

し、各州が踏まえなければならない要件が示された。具体的には、同プログラム  

における研修の充実が、各州に対して求められている。これらの研修は、上述の  

69   



規定から、実際の学級運営において求められる知識や技能の習得が目的とされた  

実践的なものであるということができる 。また、指導教則こよる指導・肋告が行  

われなければならないとされている。さらに、正規の資格認定を得るまでの具体  

的期限が、3年以内と設定された。   

先に確認したように、NCLB法制下において、児童・生徒の学習に効果を上げ  

るため、教員の「言語使用能力」及び「教科に関する知識」が重視され、そのよ  

うな能力や知識を有する教員（候補者）を多く集めるための施策として、オルタ  

ナティブな教員資格認定プログラムが積極的に評価されている。その上で、連邦  

政府は、各州に対して同プログラムを行うにあたっての配慮、すなわち、実際の  

学級経営に資する実践的研修の整備を求めている。このことから、NCLB法制に  

おいては、連邦政府主導の下、「言語使用能力」及び「教科に関する知識」を試験  

等を利用して担保し、また、学校現場における実践的な研修を通じて教員として  

の職能開発を行っていく必要性を認識した上で、高度な鴻格性を有する教員の配  

置の促進が図られようとしていることがわかる（。   

オルタナティブな教員資格認定プログラムにおける研修の充実の必要性につい  

ては、連邦政府より、次の観点からも強調されている。同プログラムを通じて教  

員候補者となった者は、「学級経常や個別指導の場面において求められる教育学  

的スキルに欠けている可能性がある」のであり、また、同プログラムは「他の職  

業からの中途転職者、一般教養を専攻した大学既卒者、または草陰隊者を対象と  

する傾向」があることから、教育に関する経験も乏しいことが予想される。その  

ために、連邦政府は、同プログラムに参加する教員候補者への教授が十分に保証  

されるために、次の二つの指導・助言が行われなければならないと述べている21）。  

（お学級での指導においで肯定的で永続的な効果を上げるために、持続的且つ集   

中的な、学級での活動を蔑視した高い質の職能開発。  

頂〕教員や指導教員のための組織的な指導、継続的な支援により構成されている   

集中的な指導プログラムへの参加。  

上述のような連邦政府によるオルタナティブな教員資格認定制度の評価には、  
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（HighlyQualified′托acher）に関する施策の特質  

当初からの変更点を見出すことができる。例えば、先に見た年次報告書（2002年）  

では、従来までの教員資格認定制度の不備が指摘され、オルタナティブな教員資  

格認定プログラムについての有効性が説かれていた。だが、上述の年次報告書  

（2005年）では、同プログラムに参加する教員候補者の「教育学的スキルに欠けて  

いる可能性」が指摘され、同プログラムの有する間避点について自覚化されてい  

ることに注月できよう。  

3．非伝統的な教員資格認定制度の導入をめぐる議論の展開   

本節では、連邦政府によって、さらなる教員資格認定制度の合理化を推進する  

ことを目的として導入された「非伝統的な教員資格認定制度」に関する議論を整  

理する。具体的には、まず、教員の卓越性の資格認定のための全米協議会（The   

AmericanBoard for Certification oflもacher Excellence、以下、ABCTE）の「教  

職へのパスポート（馳ssporttoTbaching）」を取り上げる。そして、次に、州独  

自の取り組みの事例として、テキサス州における同制度に関連する法案を取り上  

げる。これらの事例を手がかりとして、同制度の特質と、同制度に対する批判等  

を分析する。最後に、教員資格認定制度のさらなる合理化が企図された同制度に  

おいても、教員候補者に対する研修の充莫等を含む適切な支援の必要性が中心的  

課題となっていることを示す。  

（1）連邦政府による「非伝統的な教員資格認定制度」整備誘導施策   

連邦政府によって、オルタナティブな教員資格認定プログラムに対する取り組  

みとは別に、さらなる教員資格認定制度の合理化が推進されようとしている。具  

体的には、非伝統的な教員資格認定制度の導入であり、次のように説明がなされ  

ている22）。   

各州は、州法の改正により、資格認定要件を改めることができる。例えば、教  

員資格認定を取得することがあまりに煩雑である場合には、それらの手続きを合  

理化することができる。具体的には、非伝統的な教員資格認定制度を設けること  

ができる。そのような制度の一例として、各州は、ABCTEが行っている試験等を  
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利用し、教科に関する知識が適切であると認められた者に対し、州の正規の資格  

認定を行うことができる。このような非伝統的な資格認定制度は、オルタナティ  

ブな教員資格認定プログラムとは異なる。何故ならば、前者は学校現場において  

職務に就く前に正規の資格認定を受けるものであるためである。   

ここに示されている非伝統的な教員資格認定制度は、教科に関する知識につい  

ての試験を行い、その成績の評価のみによって、正規の資格認定を行う制度であ  

るといえる。上述の記述の冒頭において、教員の資格認定の更なる合理化の必要  

性が認識され、その具体例としてABCTEの行う試験が位置づけられている。そ  

こで行われる試験とは、ABCTEが展開している「教職へのパスポート」に含まれ  

る試験である。「教職へのパスポート」は、①登録、②評価、⑨準備、④資格認  

定、⑤実践という段階から構成されている23J。①登録の際、教員志望者は、資格  

認定を取得する領域別）を選択する。②評価においては、教員志望者は、学習計画  

アドバイザー（LearinigPlanAdvisor）と連絡を取り、自己評価を行った上で、準  

備教育の内容を決定する。そして、③準備の段階で、教員志望者は、同アドバイ  

ザーの授助を基に、個別の学習計画を作成する。個別の学習は、ABCTEが用意す  

る教材を用いて行うこととされ、この教材は、④資格認定における試験内容に準  

拠したものとなっている。④資格認定における試倣は、年4回行われる。上述の  

各領域ごとの専門的な試験に加え、教授技術に関する試験が用意されている。各  

試験には、合格基準が設定されており、この基準を満たすことで、教員志望者は  

資格認定を取得し、教員候補者となる。そして、⑤実践の段階では、現在、「教職  

へのパスポート」に参加しているフロリダ州、アイダホ州、ニューハンプシャー  

州、ペンシルヴァニア州の公立、私立、またはチャータースクールにおいて勤務  

を開始することになる。これらの手続きにおいて明確であるように、「教職への  

パスポート」では、学級現場における研幡等を一切必要としない。   

このような非伝統的な教員資格認定制度の導入は、前節で確認してきたオルタ  

ナティブな教員資格認定プログラムに対する連邦政府への取り組みとは、一線を  

画す。端的に「教科に関する知識」を重視する資格認定の方法であるといえよう。  

また、同制度は、正規の資格認定の時期において、オルタナティブな教員資格認  
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定プログラムとは異なるとされている。後者は、一定期間の研修、及びそれらの  

適正な修了により、正規の資格認定が行われるのに射し、前者は、所定の試験に  

合格した時点で正規の資格認定が取得できる点に違いがある。   

非伝統的な教員資格認定制度には、当然、批判がなされている。例えば、教員  

養成機関のアクレデイテいションを行い、教員養成機関の質の保障・改削二大き  

な役割を果たしてきた全米教員養成資格認定協議会（NationalCouncilfor  

Accreditation of Tbacher Education、以下NCATEと略記）会長のWiseは、ABCTE  

の試みに射し、「過去20年に及ぶ、教員養成、免許付与、そして資格認定における  

懸命な改革の努力を傷つけるものである」と述べている25）。さらにABCTEについ  

て、教員の「供給」に関する議題にのみ焦点をあてるのみで、教職における離職  

率の高さなどが問題にされていない点をWiseは鋭く指摘する。すなわち、  

ABCTEは、「何故、専門的な準備教育を受けた者が教職に就こうとしないのか、  

そして、何故、多くの教員がその職を去ってしまうのかといった問題は無視され  

ている」のである2G）。そして、Wiseは、離職率を低めるために適切な準傭教育が  

有効であるとの先行研究を引き、試験結果のみによる資格認定は、結果、すぐに  

離職してしまう教員を増やすだけではないかとの懸念を示しているし。また、Wise  

は、NCATEによりアクレデイテいションを受けた大学において実施されている  

オルタナティブな致員資格認定制度については、その意義を認めており27）、教員  

候補者が正規の資格認定を得るための適切な支援（研修の実施も含む）が必要で  

あると捉えている。   

このように、教員の配慣に関する施策を論じる際には、採用だけではなく離職  

防止にも配慮の必要があることが指摘されていることには注目してよい。すなわ  

ち、Wiseの言葉を借りれば「供給ではなく離職防止」が盃要であるのであり、結  

果、オルタナティブな教員資格認定制度における適切な支援（研修の実施も含む）  

の必要性が離職防止の観点からも求められていると考えられる。   

また、高度な適格性を有する敦員の配置のために教員資格認定制度の更なる合  

理化の方途として「非伝統的な教員資格認定制度」を各州に対して認めた連邦政  

府は、同時に、オルタナティブな教員資格認定プログラムに閲し、「オルタナティ  

ブな教員資格認定プログラムに参加している場合、未だ正規の資格認定を取得し  
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ていなくとも、高度な適格性を有する教員としての資格要件を満たしている」と  

の説明を付加している28）。このような説明が付加されたことにより、各州におけ  

るオルタナティブな教員資格認定プログラムは、あくまで「州の正規の資格認定」  

を受けることが前提とされていることに注目したい。このような説明により、オ  

ルタナティブな教員資格認定制度は、非伝統的な教員資格認定制度とは当然異な  

り、反面、従来までの教員資格認定制度とは正規の資格認定を取得するという意  

味で同格とみなすということが強調されているといえよう。  

（2）「非伝統的な教員資格認定制度」に関する州独自の取り組み－テキサス州の  

事例－   

ABCTEの取り観みの他、州が独自に「非伝統的な教員資格認定制度」を導入し  

ようとする事例もある。例えば、テキサス州では、試験結果に基づく教員資格認  

定を可能とする法案が起草審議される等、非伝統的な教員資格認定制度の整備に  

ついて模索がなされた。1985年に全米に先駆けてオルタナティブな教員資格認定  

制度を導入し、教員の採用において大きな成果を挙げている同州の動向を確認す  

ることは、非伝統的な教員資格認定制度の学む開放をより端的に把握する上で一  

定の意義があると考える。   

まず、州議会下院特別委員会において「学士号を有している者に対するオルタ  

ナティブな教員資格認定」が議論された。同案では、①学士号を有していること、  

②州の規定による試俄において所定の成績を収めること、以上2要件によっての  

み資格認定を行うことができるとされた29）。この要件からもわかるように、同案  

における資格認定制度は、連邦政府のいう非伝統的な教員資格認定制度の特質を  

有している。また、同案では、この資格認定制度を通じて付与される免許状の適  

用されるの学校段階、そして種類については特別の親売がみられない。換言すれ  

ば、この資格認定制度を通じて、数貞候補者は、テキサス州におけるすべての学  

校段階及びすべての種類の免許状の取得することができることが構想されてい  

る。   

しかし、その後に提出された州議会上院特別委員会における案3町では、正規の  

教員資格認定の手続きに種々の規定が盛り込まれ、結論からいえば、連邦政府の  
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いう「非伝統的な教員資格認定別使」という性格は大きく後退Lているし一見体的  

には、学士号を有していること、州の規定による試験において所定の成耗を収め  

ること、以上の要件を満たした者を教員候補者としての資格を与え、改めて研修  

への参加を義務づけ、その結果をもって正規の資格認定に至ることが規定され  

た。さらに同制度により取得が可能となるのは、「8¶12学年」を担当する教員資  

格のみとなった。同資格認定は、中等教育段階に携わる教員に限定されるもので  

あることが確認されたのである。この他、当該資格認売の有効地域及び期l；削こつ  

いて、 制限が付された。具体的には、同制度により資格認定を受けた教員候補者  

は、最初に雇用された学校区内においてのみ勤務をすることができるのであ〔）、  

また、その期間は2年間である。当該候補者は、その有効期間のうちに、事前研  

修を含めた研修を受けなければならない。そして、当該候補者は、2年間の勤務  

中に、学校区において適正な評価を壕けることで、正規の資格認党を取得する権  

利を得ることになる。そのため、学校区は、ニのような研修が適切に行われるよ  

うに、指導教員（Mentor）の配鰐や適切な計伽を■、71てなければならなず、また、  

適正な評価基準を作成しなければならないとされているr、   

このように、テキサス州における上述の法案の変遷を跡付けると、やはりj’一三規  

の資格認定を得るためには、研修の充実等を含む適切なま接が卜分に図られる必  

要性が認識されたことがわかるこ‡1） 

4．おわりに   

本稿では、NCLB法において達成が仁＝拝されている高度な適格性を有する教員  

の配置に関する施策の特質について、多様な教員資格制度の整備せめぐる議論に  

着目し、明らかにしてきた。当該施策の申柁的特質は、次のようにまとめられるn   

まず、第一に、高度な適格性を有する教員の配冒引こ関L、多様な教員資格認定  

制度を設けることで教員候補者数の拡充が図られる・【・方、連邦政榔こより、正規  

の資格認定を取得する際に研修等の充実を含む適切な支援の必要性が認識きれ、  

当該施策の満たすべき要件が各州に対してホされた点であるィ〕換言すれば、教員  

資格要件の績和及び教員資格取得のための各種試頗の合格水準の引き1二げによっ  

て高度な適格性を有する教員の配置が達成されると捉えるだけでなく、正規の軒  
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格認定を取得するまでに研修等の充実を含む適切な支授を行うことで、NCLB法  

における高度な適格性を有する教員の配置が目指されているというねらいを確認  

することができる。また、連邦政府による非伝統的な教員資格認定制度の導入へ  

の批判と具体的反応に端的に示されたように、多様な教員資格認定制度導入にお  

ける中心的論点は、オルタナティブな教員資格認定制度の存在自体への批判のみ  

ならず、教育に関する経験の乏しい教員候補者に対する適切な支援制度を如何に  

構築していくのかに推移しつつあるといえよう。   

そして、第二に、教員候補者に対する研修等を充実を含む適切な支援が、主要  

な論点となることにより、オルタナティブな教員資格認定制度及び従来までの教  

員資格認定制度の差異が、一層、相対的なものとなっていることが指摘できよう。  

すなわち、オルタナティブな教員資格認定制度と従来までの教員資格認定制度  

は、正規の資格認定を取得するという意味で、同格であると見なされる。   

当然、研修等の充実を含む支援制度の構築といった場合には、研修の具体的内  

容、如何なる機関が主要な役割を果たすのかといった問題について、鋭い対立点  

を生起するものと考える。この点について、連邦政府及び各州の取り組みや、  

NCATEや教員団体の公式文書を精緻に比較した上で、その政治的立場等におけ  

る差異と、そこに生起する問題点について明らかにする必要がある。この課題に  

ついては、稿を改めて取り組みたい。   

最後に、これまで確認してきたアメリカの動向は、「担当する教科に関する専門  

的知識経験又は技能」を重視する日本の改革議論を考察する上でも一定の示唆を  

示すものであると考える。すなわち、今後、「担当する教科に関する専門的知識経  

験又は技能を有し、また、社会的信望や教員の職務を行うのに必要な熱意と識見  

を持っている者に対して、特別免許状の授与を前提とした採用選考を実施する」  

施策32）が、仮に実施されることになったとしても、特別免許状を授与される者に  

対して、研修を含んだ適切な支援を行っていることが必要であり、そのための支  

援制度構築に関するしかるべき議論の興隆が求められよう。  
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〔注〕  

1）主要な教科（Core Subjects）には、英語、読み／書き、数学、科学、外国語、公民、経   

済、芸術、歴史、地理が含まれる。  

2）オルタナティブな教員資格認定とは、伝統的な大学キャンパスにおける（通常、学部学   

生を対象とした）教員養成課程に対するオルタナティブとして位置づけられるものであ  

る。敷桁すれば、学士号取得段階において、教員になるための専門的な準備教育を受け  

なかった者に対して、プログラムを提供し、教員の正規資格認定を行う制度であるとい   

える。また、ATC（Alternative Tbacher Certification），ACP（Alternative Certification   

Program），AC（Alternative Certification）等、多様な定義や頭文字で表現されるが、   

Fbistritzerによれば、ARTC（Alternative Routes to Tbacher Certi鮎ation）という表現   

が、iE確な意味を表現し、全米的にも広く認知されている。FeistritzeriC，E．，State   

Policy Ti’ends for Alternative Routes to T邑acher Certibcation：A Moving Thrget，   

〔online〕2005，p．1．  

3）NCLB法における高度な過格性を有する致員の定義は以下の通りである（Section9101   

（23））。  

（A）公立初等学校または中等学校の教員に即して佗用する場合  

（i）教員として正規の州の資格を有する（オルタナティブな教員資格取得プログラムにより   

取得した資格も含む）か、州の教員免許試験に合格した者。そして当該州で数えるため   

の免許を有する者。チャータースクールの教員については、この定義とは別に各州で  

定められているチャータースクール法に依拠する。  

（ii）仮免許状、臨時免許状、暫定免許状などの非正規の資格や免許状ではない者  

（B）以降 ＝略＝  

4）例えば、相原総一郎「アメリカにおける致員人事政策の動向一米教育省の敦属人事に関   

する年次報告書より－」lF大阪薫英女子短期大学研究紀要』第37巻、2002年、卜6頁。牛   

渡淳「アメリカにおける教育改革と教師の職能成長」『日本教育学会年報（第14号）』   

2005年、4さト54貫。  

5）相原 同上  

6）U．S．Department of Education，OHice of Postsecondary Education，肋et吻肋e堀か   

勧〟塀gd詑αCゐ耶αα助郷乃g5gc柁ねり■ぶA乃抑㍑αJ穐如〟0乃詭αCゐβγ¢〃α物同報告   

雷は2002年－2005年に公にされている（尚、2005年の報告書名は“High1y Qualified   

TbacherIn Every Classroorn”となっている）。便宜上、本文では、報告杏（2002iF）   

等と表記する。  

7）U．S．Department of Education，0臨ce of Elementary and Secondary Education，   

劫ゆ和〃わ哲詭αCゐgγQ〟αJ砂♪ゐ乃一点鮮血わりG祝£血搾Cg．同手引は2002年6月、同年12月   

2003年9月、2004年12月、2005年8月に改訂されている。  
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8）規制改革・民間開放推進会議「規制改革・民間開放の推進に関する第2次答申『小さく   

て効率的な政府』の実現に「和ナて一宮民を通じた競争と消費者・利用者による選択－」，   

2005年，127頁。http：〟wwwkisei－kaikaku．go．jp／publication／2005／1221／itemO51221＿02．pdfよ  

り取得（2005年12月23［］）。  

9）u．S．Department of Education，Office of Elementary and Secondary Education，   

九坤和〃わ智乃αど如γOz′α物′∧b〝一朗紳助叩G壷血椚，June2002，p・8■  

10）ibid．，p．9．  

11）U．S．Department of Education，Office of Postsecondary Education，Meeting the Hな叫′   

如α桝gd詭αC加和αα助郷乃β5ec柁おホA刀乃〟α7月申∂れβ〃詑αC如γ勧αJ吻2002，  

p．19．  

12）ibid．  

13）ibid．  

14）ibid．，pp．15－19．  

15）例えば，Linda Darling－Hammond，DeborahJ．Holtsman，SuJin Gatlin，andJulian   

Vhsquez Heling，Does Tbacher Preparation Matter？Evidence about Tbacher  

Certihcation，rrbach for America，and′托acher Effectiveness，Education Eblわ′Anab，Sis  

Archives，Ⅵ）1ume13Number42，Oct2005．  

16）Linda Darling－Hammond，Peter Ybungs，Defining L■High1y Quali鮎d′指achers’’：What   

Doesりscientifically－Based Research”Actually7も11Us？，in EducationalReseaYrher；Dec  

200乙p．21．  

17）bidりp．23．  

18）The American Federation of Tbachers，AFT Convention Resolution Tbacher Education  

and恥acherQualityadoptedJuly2000，in merel備Siand：7bacherQual吻2003，p．12．  

19）ibidリpp．22－23．  

20）U．S．Department of Education，Office of Elementary and Secondary Education，  

叫γ0〃g噸詭αC加γQ〟α物肋朴尺聯加αりG〟才血77Cg．かα倒矧毎γ2002，p・15・  

21）U．S．Department of Education，Office of Postsecondary Education，772e Secretaqs  

晶〃〟ゐ A朋〃αJ月ゆ0γf Oナ‡詑αC如γ Q祝αJ卸 A 堀か 伽α研βd 詭αC力βr 血 励gり  

CJαざぶ和0∽，2005，p．10．  

22）U．S．Department of Education，Of丘ce of Elementary and Secondary Education，  

加ゆγ彿わ甘詭αCゐβγ¢〟α物肋〝一点脚JJαわ叩G㍑g血乃Cg，5ゆね弼ムβγ2003，p．15・  

23）ABCTEホームページ、http：〝wwwabcte．ordpassportより取得（2005年12月22日）  

24）資格取得が可能な領域は、生物（6－12学年）、初等学校（K－6学年）、英語（6－12学  

年）、理科（6－12学年）、スペシャルエデュケーション（6－12学年）である。  

25）Arthur E．Wise，’托sting Does Not EqualTbaching：One Tbst Does Not Make a  
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アメリカNCLBた≠沌り卜における「■㍍度な適格性を有する教員＿王  

（Highly Qualified Tbacher）に関する施策の特質  

High1y Qualified′指acher；NCATE Newsin NationalAssociation of Elementary SchooI   

Principals（NAESP）WebPage，http：〟vmwnaesp．ordclienしfile釘NCATE＿News．pdf，2005．  

918．，p．2．  

26）ibid．  

27）Arthur E・Wise，High Quality Alternate Routes to′Raching：More Programs Now  

Geared to Adults in 甘ansition，in NCATE Quality′托aching，Ⅵ）1ume13Issuel，  

2004．を参照。，  

28）U．S．Department of Education，Ofhce of Elementary and Secondary Education，   

坤rouiタ智7bacher Quali＆Nm－Rqgulaiory Guidance・August2003，  

29）TbxasLegislature Online，http：〟wwwcapitol．state．tx．usより取得（2005年9月19日）。  

30）同上  

31）尚、上述のような制限事項の付加にもかかわらず、テキサス州内の教育関係団体等によ  

り、同資格認定制度に対して、厳しい批判がなされている。すなわち、全米教育協会テ  

キサス支部（The TもⅩaS State TbachersAssociation、以下、TSTAと略記）支郡長は、   

「このような法案は、我々にとって権威の失墜（die on sword）に他ならない。，あらゆ  

る手段を用いて、これに抗していく」と述べ、アメリカ教員連盟テキサス支部（The  

Tbxas Federation of′Rachers、以下、TFTと略記）支部長も、このような資格認定が  

成立した場合には「学校区が、地域住民に対して齢切りを行うことになる」と、同資格   

認定制度に強い疑義を表明している（Gall印Michelle．，籠ⅩaS Ponders EasingRoutes   

to SecondaryTbaching，Education彬ek．Vol．23，Issue14，2003，p．16．）。そして、この法  

案に反対した州教育委員会の一人は、「テキサス州の致員に対して、この法案は侮辱的   

なものである」と述べている（Galley；Michelle．，7bxas Model：GoDirectlyto Class   

WithoutlもacherTt・aining，Educationl穐ek，Vbl．23，Issue26，2004，p．20．）。いずれの意  

見も、同法案における試版結果同法案の可決ほ、従来までの教員の専門性に対する重大  

な挑戦であるということが認識されていることが窺える。  

32）註5を参照。  
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甘蝕e C払araeteris鮎＄¢厨馳且ic五es釘咤ard孟∬噌餌ig馳且y Qua且i・  

飽ed取ac馳er破瓜der忠弘e No Cぬ組成軋e艶Be払五孤d Ac七im  

優払e U孤立履ed S七a七es ⑳f America：   

恥cuslmg Om地e A旺emative取0雨es to恥acher Certi鮎a食ゎm  

Ⅵ）ShiyukiONOSE  

The purpose of this paperis to analyze the characteristics of policies  

regarding High1y Qualified T盲acher underthe No Child Left Behind Act of2001  

（NCLB）in U．S．A focusing on the alternative routes to teacher certincation．  

NCLBincludes provisions that requlre allteachers teachingln COre aCademic  

subjects to be“High1y Qualified’’．The statue of NCLB defines that highly  

quali鼓ed as a teacher who has obtained afu11certification，has a bachelor■s  

degree，and has demonstrated subject matterlEach state and district must  

develop a plan to ensure that requirement by2005－06．  

Tb ensure the requlrement，a Serious of report and guidance released by  

the U．S．Department of Education（ED）have encouraged and required states to  

expand the alternative routes to teacher certification（ARTC）programincluding  

SuStained，intensive，and classroom－focused professional development and  

mentoring programs etc．On the other hand，ED hasintroduced non－traditional  

certification（NTC）program which allows anyone who has bachelor’s degree and  

PaSSeS teaCher certification test to go to class directly without teaching  

professional development，NTC satisfy the requlrement under the NCLB  

beca11Se teaChers throughNTC get fullcerti歪cation．However there are many  

Criticismsincertificationwithout teaching experience．   

In addition，thereis some possibility that traditional certification（TC）  

PrOgrarn prOVided by schooIs of education would be more relativein context of  

teacher preparation and certi丘cation by the ARTC policylItis clear that the  

provisions within a serious of guidance released by ED already includes 

assumptlOnS ARTC has a common feature with TCin targetlng PeOple who aim  

to getfu11cert肪cation．  
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